
平成 28 年度

平成 － 年度

【局評価】 【財務局評価】

どのような課題や問題点があったか 財務局として、成果や課題などについて、どう考えたか

根拠法令等

局として、事業をどうしていきたいか

28年度予算で、どのように対応したか

千円

千円 千円

千円 千円

事業評価票

79
新・犯罪情報マップの構築 事 業 開 始

（警視庁生活安全部／一般会計） 事 業 終 了 予 定

１ どのような経緯で事業を始めたか、何を目指すのか ３ ５

○　犯罪情報マップについては、東京都安全安心まち
　づくり条例に基づき、都民等が適切かつ効果的に犯
　罪防止のための自主的な活動の推進を図れるよう、
　平成16年から犯罪発生情報を提供している。

○　防犯パトロールマップについては、都内各地域に
　おいて活動する防犯ボランティア団体及び学校関係
　者等のパトロール活動をより効果的に推進してもら
　うため、23年からメール登録者宛に、身近で発生し
　た犯罪発生情報を毎週提供している。

○　犯罪情報マップ
　・事業開始から10年以上が経過しており、デザインの
　　刷新や検索機能、提供する犯罪の種類（刑法犯10罪
　　種のみ）の充実が求められている。
　・スマートフォンに非対応となっている。
　・外国語表記がない。

○　防犯パトロールマップ
　・情報提供対象が限定されている。
　　（メール登録者のみ）
　・情報提供する犯罪の種類が限定されている。
　　（刑法犯５罪種のみ）

○　「犯罪情報マップ」と「防犯パトロールマップ」を
　統合し、システム再構築による情報提供内容の充実を
　図ることで、都民の利便性の向上や防犯対策の推進に
　向けた効果が期待できる。

○　また、統合は、システムの維持管理経費の縮減を図
　る点からも妥当である。

拡大・充実 見直し・再構築 移管・終了 その他○　犯罪情報マップについては、月に一度の更新頻度
　で、都内全域の犯罪発生情報をマッピングし、警視
　庁のホームページに掲載することにより、全都民
　が、閲覧・活用できるようになっている。
　＜平成26年＞　月平均アクセス数44,000件

○　防犯パトロールマップについては、週に一度の更
　新頻度で、都内全域の犯罪発生情報をマッピング
　し、登録者の所在する区市町村単位の地図情報を登
　録者宛にメール送信している。
　＜平成26年＞　月平均アクセス数13,000件
　　　　　　　　（登録者約1,100名）

その他

○　見積額のとおり計上する。

歳
入

26年度決算額

東京都安全安心まちづくり条例第９条

２ どのように取り組み、どのような成果があったか ４

－ 

○　現在の「犯罪情報マップ」と「防犯パトロールマッ
　プ」を統合し、課題解決のためのシステム再構築を行
　うことで、検索機能や掲載情報の充実、更新頻度の短
　縮化などを図り、全都民が声掛け等の前兆事案も含め
　た犯罪発生情報を自ら入手し、効果的な防犯対策を推
　進できる環境を構築する。

○　併せて、事業統合によるコスト縮減を図る。

  ＜平年度経費＞
　　現行　 　　　　　　　22,527千円
　　統合後（29年度～） 　16,679千円
　　縮減効果　　　　　　△5,848千円

６

拡大・充実 見直し・再構築 移管・終了

28年度見積額 － 28年度見積額 28,476 千円

歳
出

26年度決算額 － 千円

27年度予算額 － 27年度予算額 22,527 千円

28,476 

歳入 28年度予算額 － 

歳出 28年度予算額


	様式12（新・犯罪情報マップの構築)

